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住民と保健福祉専門職に対するフォーカス・グループインタビュー（グループインタ
ビュー）を実施し，コミュニティ・エンパワメントに関するニーズを質的に把握し，住民参加
型の保健福祉活動の推進への一助とすることを目的とした。
大都市近郊農村Ｔ自治体住民と保健福祉専門職４グループに対するグループインタビューを

実施した。対象の内訳は男性14名，女性15名，合計29名で，年齢は30～70歳代，内容はコミュ
ニティ・エンパワメントのニーズであった。各グループのインタビューから得られた結果をカ
テゴリー化し，その共通点，相違点，背景要因に注目してコミュニティ・エンパワメントの
ニーズを抽出し，特性を分析した。
地域エンパワメントの条件は「個の領域」「相互の領域」「地域システムの領域」の３つに分
類された。主要な要件は「地域の魅力化」「安心・安全なシステムづくり」「地域で支え合う人
材育成」「情報支援の充実」の４点であった。
コミュニティ・エンパワメントに関する住民と専門職の生の声を質的に分析した結果，今後

さらに住民と専門職が協働してサービス企画や運営に関わる体制作りの重要性が示された。そ
のためには，住民リーダーの育成や専門職のコミュニティ・エンパワメント技術，コーディ
ネート技術の向上に向けた教育システムの構築が期待される。

コミュニティ・エンパワメント，フォーカス・グループインタビュー，ニーズ，健康
長寿，住民参加

Ⅰ

21世紀における国民健康づくり運動（健康日
本21）は，社会全体として個人の主体的な健康
づくりを支援していくことが不可欠であると
し，そのような社会を実現するために健康寿命
の延伸と生活の質の向上を目的としている。地
方計画を策定する際には，健康増進が疾病予防
と介護予防の鍵として踏まえること，また，地
域の実情を踏まえ，独自に重要な課題を選択
し，その到達すべき目標等を設定すべきとして
いる1)。また平成17年６月の介護保険法改正で

は，介護予防の視点に基づく，住民主体の地域
における包括的な展開が重視されている2)。
個人や組織，地域などコミュニティの持って
いる力を引き出し，発揮できる条件や環境をつ
くっていくことがコミュニティ・エンパワメン
トであり3)，それが効果的に働くには，サービ
ス提供者側，住民側，社会的な面，環境面の整
備が重要であるとしている4)。したがって，そ
の地域の実情を踏まえつつ健康づくり運動を推
進するためには，市区町村から住民への施策に
よる働きかけや環境整備に加えて，住民の健康
への意識を向上し，住民自ら地域づくりに参加
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すること（コミュニティ・エンパワメント）が
求められる。
そこで筆者らは，住民自らの力で健康増進と

健康長寿を実現する方向性を見いだすために，
住民の「なまの声」からニーズを把握し，コ
ミュニティ・エンパワメントの実現に必要な条
件を検討する必要があると考えた。
ニーズアセスメントの方法としては，対象者

のニーズを量的に把握する方法があるが，新た
な方向性を見いだしたり，住民の声を計画に反
映する目的の場合には，対象者のニーズを質的
に把握する方法が適している5)-8)。
本研究は，住民と保健福祉専門職に対するグ

ループインタビューを実施し，コミュニティ・
エンパワメントに関するニーズを質的に把握し，
住民参加型の保健福祉活動の推進への一助とす
ることを目的とした。

Ⅱ

対象は，大都市近郊農村Ｔ自治体住民と保健
福祉専門職４グループ29名（男性14名，女性15
名），年齢30～70歳代であった。
① 健常高齢者８名（健常高齢者グループ）
② 生活習慣病予防に関連がある地域住民５
名（生活習慣病予防グループ）

③ 介護予防に関心のある地域住民11名（介
護予防グループ）

④ 日常サービスを提供している各種専門職
５名（専門職グループ）

各グループの対象者は，年齢，性別，職業な
ど，多様な背景から当該テーマに関するニーズ
把握が可能になるよう，地域に精通している自
治体の担当者に抽出を依頼した。なお，対象者
には事前に自治体の担当者から，①グループイ
ンタビューの目的，②方法，③日時，④場所，
⑤名前が外部に出ることはないこと，⑥問い合
わせ先などを説明し，参加協力の承諾を書面で
得た。

調査場所は，静かな個室とし，参加者の承諾
を得てテープレコーダーとビデオを設置し，記
録した。また，情報を抜け漏れなく整理するた
め，観察者は目立たない場所で，グループイン
タビューの様子を観察，記録した。インタ
ビュー中は番号札を参加者の名前の代わりにす
ることで，名前が表に出ないことを保証し，安
心して討論できるように配慮した。所要時間は
１時間半から２時間とし，参加者の話しやすい
雰囲気づくりのためお茶を用意するなどの工夫
をした5)。調査内容は，コミュニティ･エンパ
ワメントのニーズについてであった。

テープレコーダーに録音された記録から正確
な逐語録を作成した。観察記録による参加者の
反応を加味し，複数の分析者で確認しながら
テーマに照合して重要な言葉（重要アイテム）
を抽出した。
抽出した重要アイテムについて，個人，相互，
地域の関係が明確なシステム構造分析を用い3)，
類型化（重要カテゴリーの抽出）した。さらに，
各グループの重要アイテム，重要カテゴリーを
マトリックスの形に整理し，複合分析を行った。

Ⅲ

複合分析の結果，コミュニティ・エンパワメ
ントのニーズは，「個の領域」「相互の領域」
「地域システムの領域」の３つに分類された

。

個人がいきいきと生活するためには，人との
交流，学習・趣味活動，社会貢献が重要であり，
また役割を持つことが必要であるという意見が
述べられた。特に地域活動を通して，活動への
やりがいや健康増進への意識の向上につながる
とした意見が述べられた。
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健常高齢者グループ 生活習慣病予防グループ

学習，趣味 教養程度の学習，情報収集の機会，人との
交流，食事の楽しみの工夫，趣味活動 健康教室，健診結果の自己評価

社会貢献（仕事，ボラン
ティア，地域支援活動）

仕事（緊張感のある時間，役割，ポリシー
等），地域活動への参加 ボランティア活動，健康フェスティバル

健康増進への意識付け

生活への積極性，健康意識の波及，健康維
持活動への積極性や工夫，自己管理，専門
職や成功者の活用，緊張感のある時間の保
持，生活の統制感の保持

食事，運動，休養，健康教室，健診結果の
自己評価，健康増進意識の波及

具体的な取り組み
ストレスコントロール，運動，家事，栄養
管理，認知症予防，生活リズム，外食機会
の低減

運動，健診，犬の散歩，食事改善，各種運
動教室

専門職活用 相談，個別指導 相談，健康活動継続への支援

サービス活用 各種健康教室 公民館，プール，ジム，各種健康教室

仲間，近隣住民 友人，地元住民と転入住民との交流 食生活改善支援グループ仲間

家族（家族同様のペット
含む） 家族，ペットとの交流 同居家族，配偶者

仲間や近隣住民の理解と
協力

住民相互の健康管理，住民主体の問題解
決，地域懇談会の運営法の工夫

地域懇談会の運営法の工夫，地域組織（消
防団等）運営上の工夫

家族の協力と理解 家族の理解と協力（社会参加） 家族の理解と協力（健康生活支援）

重要カテゴリー，重要アイテム

人との交流 友人との交流拡大，社会参加の男女差配慮 各種運動，健康教室での交流

Ⅰ

個
の
領
域

１．生きがい，
楽しみ

２．健康な生
活への主
体的な取
り組み

３．保健福祉
サービス
の活用

世代間交流 世代間交流の工夫 世代間交流の機会（消防団など）

Ⅱ

相
互
の
領
域

１．交流の
必要性

２．相互支援
体制の整備
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いきいきと健康に生活を送るための具体的な
取り組みとしては，運動，食事，ストレスコン
トロール，健康の受診などが重要であり，住民
の健康増進への意識や関心は高かった。また特
に強調されていたのは，健康を害する以前から
の予防の必要性であった。

生活習慣病予防グループでは，各種サービス
を積極的に利用して症状の悪化防止や健康維持
に役立てていた。一方，その他のグループでは，
サービスの利用がいまだ消極的であり，特に介
護予防グループや専門職グループでは，今後さ
らにサービスの積極的な利用が住民にとって必
要としていた。

核家族化などに伴い世代間交流が希薄となり，

その影響による地域力の低下を予防するため，
世代間交流が強く求められた。仲間や近隣住民
との交流は，住民の活力につながり，また情報
交換の場としても重要であるとしていた。
ペットを含む家族との交流は，健康な生活の
基本要素であるとの認識が多くみられた。

仲間や近隣住民の協力と理解では，住民同士
の親密な関係，特に消防団や婦人会などの見直
し，再編成の必要性があげられた。また社会参
加が苦手な男性を誘い出す企画の必要性が訴え
られた。
一方，家族相互の健康に関する学習と支援の
重要性が述べられた。

若い世代の自治体離れが進む予防策として，
少子化対策，医療費補助の充実などの魅力的な
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介護予防グループ 専門職グループ

仕事の保持 畑仕事，散歩実施

介護予防の自覚，自立性の確立，足腰強化，
規則正しい生活，歯科検診重要性の認識，健
診必要性の理解，健康意識付けの工夫

家庭で可能なリハビリ知識，自立性確立

若年からの規則正しい食生活，運動 生活リズム，家庭でのリハビリ継続

家庭医の必要性 訪問リハビリの必要性

公共施設の積極的な活用 訪問介護と訪問入浴の活用

友人，仲間とのコミュニケーション，裸のつ
きあい，ストレス解消効果 情報共有の機会，健康教室での仲間との交流

家族とのコミュニケーション 家族とのコミュニケーション，孫との交流

住民による広報活動，住民相互の発信機会，
ストレス発散の場設定，運動を通じたコミュ
ニティ作り，子どもに魅力的な環境整備，地
域組織の運営方法改善

独居男性の社会参加の機会確保，性差のない
社会参加

家族の理解と協力（介護予防支援），教育と
親の躾けが介護予防につながる

家族の協力と理解（介護支援，サービス導
入，介護教室への参加）
家族とのコミュニケーション

他者とのコミュニケーション，裸のつきあ
い，交流によるストレス解消，他地域との交
流

経験を話せる場・受け入れてもらえる場の整
備

世代間コミュニケーション 世代間コミュニケーション

（次頁へ続く）
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取り組みの実施が強く訴えられた。また住民が
地域活動の企画に参加できるシステム，各世代
が共に参加する魅力的な地域活動や組織の構築
の重要性が述べられた。さらに歩道の拡張によ
る安全確保など生活環境のバリアフリー化が求
められていた。

利用者，提供者双方のニーズに適合したサー
ビスの工夫や改善，緊急時の支援システムとし
て介護家族支援サービスの充実，保健医療福祉
サービスにおける多職種連携の重要性があげら
れた。

先導力のある地域リーダーやボランティアな
ど，地域コーディネーター育成の必要性と，支
えあうコミュニティ構築の重要性が述べられた。
専門職には，介護予防の視点に立った支援の

充実，健診未受診者へのフォローアップ支援，
利用者ニーズに適合した時宜をとらえたサービ

ス介入などが求められていた。

住民同士の健康情報の共有，他地域との情報
交換が必要であるとしていた。また，健康増進
情報や公共施設の積極的な利用に関する効果的
な 方法など，サービス情報提供の重要性が
述べられた。

Ⅳ

本研究では，地域施策策定へのニーズ把握の
手法として広く取り入れられているグループイ
ンタビュー法を用いた。この手法の信頼性，妥
当性を高めるためには，対象メンバーの選定法，
インタビュー項目の設定法，妥当性のかく乱要
因の除去，インタビュアーのトレーニング，記
録の工夫が必要であるとされている9)-11)。そこ
で，以下の４点を厳密に実施し，データの妥当

性を高めるよう配慮した。
1) 対象者の選定は，特定
の年齢，性別，職業などに偏
りが生じないよう，地域に精
通している自治体の担当者に
依頼し，バランスよく各テー
マに関心がある住民の代表者
を集め，可能な限り多様な意
見を収集するよう抽出した。
2) インタビュー項目は，
住民が身近に経験する中から
真のニーズを表現しやすいよ
う具体的な内容とし，半構成
的に設定することで，参加者
がインタビュー中に自由に意
見を述べ，討論することが容
易なように配慮した。
3) グループインタビュー
進行に関しては，経験を積ん
だインタビュアーが実施した。
インタビューは，できるだけ
参加者の自由な発言を促し，
効果的なグループダイナミク
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健常高齢者グループ 生活習慣病予防グループ

住民参加システム 社会参加増進システム，首長と住民の交流 社会参加支援の工夫（状況をきちんと把握
しての対策づくり）

対象ニーズに適合した支
援の充実

健康意識向上の支援，社会参加支援（実施
時間，企画の工夫），作業環境改善（農作
業の同一姿勢等），大人の学習支援

地域保健サービスの企画の工夫，地域活動
企画の工夫，すこやかセンターの積極的活
用

地域コーディネーター養
成 誰かが率先してまとめる必要性 生活習慣病経験者による伝達

支えあうコミュニティ充
実

「もうやいこう」の再認識（隣近所で支え
あうという考え方） 生活習慣病予防の知識共有

相互情報交流
大人の学習機会，住民交流の活性化につな
がる情報提供，他地域住民との相互交流，
情報交換

健康支援活動への積極的な参加を促す情報
提供

（表１ つづき）

サービス情報提供 健康支援活動 PR
健康情報窓口充実，健診後アフターケア情
報提供，健康支援活動 PR，公共施設の積
極的な利用呼びかけ

環境整備 豊かな自然の倍増計画 歩道の整備

利便性 交通手段整備 低価格な公共サービスの提供，公民館，す
こやかセンターの利用しやすさ拡充

緊急時支援システム 疾病の早期発見，予防のための身近な医療
支援 遺言システム（公的機関に遺言委託等）

保健医療福祉サービス連
携 保健医療福祉サービスの企画の工夫 多職種の連携による地域活動企画

専門職による支援体制
タイミングのよい専門職の介入，個別性の
ある専門職の対応，専門職による相談や指
導

健康相談窓口充実，健診後アフターケア充
実

魅力的な取り組みの実施 少子化対策，他地域の住民との相互交流
公共サービスの充実（職員数，各種手当
て，職員の対応，医療費補助），保険制度
（年金，健康保険）の改善，少子化対策

重要カテゴリー，重要アイテム

Ⅲ

地
域
シ
ス
テ
ム
の
領
域

１．地域の
魅力化

２．安心，安
全な地域
システム
づくり

３．地域で支
えあう人
材育成

４．情報支援
の充実
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スにより，顕在的および潜在的なニーズを把握
できるよう配慮した。
4) 分析は，逐語記録と観察記録から重要ア

イテム，重要カテゴリーの妥当性につき，複数
の専門職間で議論を重ねて抽出した。また，グ
ループインタビューに精通した専門家のスー
パーバイズを受けた。

各グループから最も強いニーズとしてあげら
れたのは，「地域の魅力化」であった。
具体的には，少子化対策や他地域との相互交

流の機会確保といった自治体の現状を踏まえた
魅力的な地域づくりを求める声や，住民の声を

反映し，かつ住民が関心を持って集まる魅力的
な企画を求める声が多かった。
魅力的な街づくりについては，街がにぎわい，
若者が定住する新しいイベントや住民がわくわ
くする企画をスタートし，その成功により，住
民の満足感や自己効力感が高まったという報告
がある12)。また，住民と協働して街づくりに取
り組む自治体では，ボランティアの活用13)，協
働システムの構築14)，条例制定15)などを行い，
成果をあげた例がある。したがって，地域の特
性を踏まえ，住民が参加したくなる魅力的な取
り組みを住民と自治体が協働して企画し実現す
ることが重要である。
また，松田は，住民の第一のニーズは必ずし
も健康問題とは限らず，まず住民ニーズが高い

32― ―



介護予防グループ 専門職グループ

若年からの食事指導，家族を含めたリハビリ
指導，歯科健診，介護予防指導，介護家族支
援サービス充実，健診の積極的な呼びかけ，
子育て支援，40代への社会参加支援，他自治
体との情報交流，地域組織活動改善

深夜帯サービス充実，制度対象外利用者の支
援整備，ターミナルケア充実

教師・健康情報提供者・先導力のある地域
リーダー・ボランティア養成 先導力のある地域リーダー

介護家族支援サービス充実，健診の未受診者
へのインフォーマルな働きかけ，介護ボラン
ティア養成

各種教室による住民相互の情報交換機会

健診未受診者へのインフォーマルな情報提
供，他の自治体との情報交換 各種教室による住民相互の情報交換機会

健診の未受診者への情報提供，健診の積極的
呼びかけ 介護予防に関する情報の提供

魅力的な企画，住民の声を反映した施策，介
護予防の学習機会

独居男性の社会参加機会，各種教室による住
民の相互情報交換，介護予防教室

子どもに魅力的な環境整備 移動しやすい環境整備

交通手段整備 送迎充実

介護家族支援サービス充実 深夜帯サービスの必要性

多職種による健診の積極的な呼びかけ，多職
種による魅力的な健康増進企画

専門職連携の必要性，制度対象外利用者の支
援整備

介護予防指導，健診の積極的な呼びかけ，歯
科健康教育，家庭医の支援充実，健診の未受
診者への専門的な支援，子育て支援，ホーム
ヘルパー充実

自宅で継続可能なリハビリメニュー，早期訪
問リハビリ介入，認知症早期発見システム，
家族のセルフケア能力向上支援，ケアマネー
ジャーのスキルアップ

公共施設利用の魅力的な企画，健康長寿と介
護予防推進，少子化対策，学校教育工夫，住
みよい街づくり，交通機関整備，ストレス発
散の場設定，独自の魅力的な経済政策，シン
ボル設置

早期介護予防教室

第53巻第５号「厚生の指標」2006年５月

生活道路を整備するなど地域開発に取り組む中
で，行政への信頼が得られ，結果的に健康福祉
活動への住民の参加と協力が高まったというＳ
村の例をあげている16)。
本調査結果でも「地域の魅力化」の中で「環

境整備」や「利便性」があげられた。バリアフ
リーの環境や豊かな自然のある地域づくりなど，
住民活動の場としての地域を快適な環境にする
ことが，地域活動への参加と協力を高める可能
性が示唆された。

次いで「安心，安全な地域システムづくり」
が多くあげられ，この中では特に，「予防」と
「社会参加支援」が強調された。
疾病予防や介護予防は，自分自身の生きる意

義や生きがいなどを確認する自己実現のための
１つの重要な手段である17)。また，社会参加は
楽しみや役割を拡大する意味で自己実現につな
がる。
辻は，疾病予防と生活習慣改善に加えて，高
齢者の社会的ネットワークの拡大や生きがい支
援などの社会活動の活性化が必要であり，介護
予防を幅広く考えることの重要性を述べてい
る18)。
本調査では，健常高齢者グループから「社会
参加支援」方法の工夫を求める声があり，他の
グループからは高齢期以前からの「社会参加支
援」促進や乳幼児期からの「生活習慣病予防指
導」のニーズがあった。これらは，疾病予防や
介護予防における高齢者の社会支援に加えて，

早期からの社会参加の促進，
指導の必要性を示すものであ
る。
また，多職種連携のニーズ
は高く，地域での安心した暮
らしに医療保健福祉の連携が
関連しており19)，住民の生活
への様々な専門職による多側
面からの支援が安心や安全に
つながると考えられる。

「地域で支えあう人材育
成」では，特に先導力のある
地域リーダーの必要性が強く
述べられた。
核家族化などによる世代間
交流の減少や住民相互の交流
が不十分なことから，もう一
度，昔この地域にあった「も
うやいこう」（互いに支えあ
う）という考え方を見直して
いくとよいのではないか，と
提案された。そのためには，
住民側に中心となるリーダー
の存在が必要としていた。
課題解決において，自分だ
けではなく他者が関連する，
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多くの知識や技量を結集する必要がある，また
より良心的な決定をする時などは，個人よりも
集団による課題解決が適している20)とした報告
がある。また，住民が安心して楽しく快適な生
活を送るためには，近隣同士が緩やかな絆でつ
ながり，助け合い支えあって生活を営める関係
性の形成が理想であるとした実績がある21)。課
題解決の際，集団が形成されると必然的にリー
ダーが生まれる20)が，地域課題の効果的な解決
には，課題に関する特定の知識や経験，技能を
保持し，住民が認知し受容するリーダーの存在
が求められていた。
一方で住民は，専門職に対してタイミングの

よい介入を求めていた。
麻原はコミュニティ・エンパワメントにおい

て重要な点として，専門職と地域住民とのパー
トナーシップ（協働関係）をあげている22)。協
働を構築していくためには，他者を尊重し信頼
関係を作る人間的な側面と，社会の動きや組織
の心理を巧みとらえ活動を調整し展開させてい
く専門的な側面が重要である23)。また，曽根は
エンパワメントのプロセスの中で，自己決定が
重要であり，それが前向きな気持ちにつながり，
次のプロセスへと発展していく力となると述べ
ている24)。住民自身が地域の問題を意識し，目
標や計画策定に参加すること，すなわち住民自
身の意思決定が重要になる。
専門職は住民と協働するコミュニティ・エン

パワメント技術やコーディネート技術が必須で
あり，住民主体で地域問題に取り組むよう側面
からの支援が求められている。

「情報支援の充実」では，健康や介護予防に
関するサービス情報提供のニーズが高かった。
現在，健康に関する情報は豊富であり，様々

な手段で容易に得ることができる。しかし，そ
れらの情報は量が多ければ信頼性が高いもので
はなく，住民は信頼性や正確性のある情報の効
果的な提供を望んでいた。
多くの自治体では広報を情報提供の手段とし

て採用している。これは，一般的な知識を多数
の住民に普及するという点で有効なものの，本

人の必要性の度合いに応じてその効果にはばら
つきがある点は否めない。健康情報については，
学習のプロセスを重視した情報提供25)が報告さ
れている。住民自身が健康問題に気付き，実際
の対策や目標設定を専門職が側面から支えると
いう方法である。本研究で得られたニーズ実現
のために，本人の必要性に応じて一方通行では
なく双方向的に，各個人に適合した情報提供の
方法は，行動変容や継続性への内的動機づけを
促進する点で有効であろう。
また，相互情報交流を求める声が多くあった。
情報は，ひとところにとどまらせておくのでは
なく，動かしてこそ価値が高まる20)。また，金
子は，情報は「与えることで，与えられる」と
いう特性を持ち，人々をつなぐことで新しい価
値を生む可能性があると述べている26)。健康や
介護予防の情報にかかわらず，趣味や生活の情
報などを住民同士で交換し共有することで，よ
り新しいアイデアや交流が生まれ，住民相互交
流の活性化につながると考える。

本研究は，一自治体の限られた人数の対象者
によるニーズ調査結果であり，質的研究におい
ては無作為抽出が行われることは少ないので，
数値による調査の妥当性を統計学的理論に基づ
いて評価することは困難である27)。今回のグ
ループインタビューの対象者の選定については，
属性などが偏らないよう，またより多彩な内容
がバランスよく得られるよう配慮した。しかし，
量的研究と比較すると対象の偏りの度合いにつ
いて数値的に明らかにすることは難しく，その
点は本研究方法の限界と言える。
方法論については，グループインタビュー法
の内的妥当性の６つのかく乱要因5)について，
以下のように対応した。すなわち個別背景の影
響，相互作用によるメンバーの変化，グループ
メンバーの偏り，ドロップアウトの問題は，対
象抽出を工夫するとともに，インタビュアーの
影響，インタビュアー自身の変化などの要因は，
経験を積んだインタビュアーがスーパーバイズ
を受けつつ担当した。さらに分析においては，
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プロセスを明示し複数の分析者が担当すること
で，可能な限り妥当性のかく乱要因の影響の度
合いを少なくするよう努めた。
今後，質的研究の妥当性と信頼性を保つには，

フォローアップアンケートを実施し，データを
評価したり27)，量的研究を組み合わせて比較す
るなどの方法を利用して，さらに検討していく
必要がある。

本研究は，日本一健康長寿研究の研究成果を
再分析したものである。研究代表の高山忠雄教
授（鹿児島国際大学），飛島村久野時男村長を
はじめ，ご協力いただいた住民，職員の皆様に
深く感謝いたします。
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